
 

     

第５６期 計 算 書 類 
 

自 令和 ７ 年 ４ 月 １日から 

至 令和 ８ 年 ３ 月３１日まで 

 
事  業  報  告 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

株主資本等変動計算書 

個 別 注 記 表 

会計監査人の 
 

仙台臨海鉄道株式会社 
仙台市宮城野区港 4 丁目 11 番 2 号 



（単位：千円）

金    額

 

流  動  資  産 427,197 流  動  負  債 268,312

236,307  43,927

141,343 13,429

37,180 1,213

9,730 197,161

2,635 623

仮 払 金 11,958

固  定  資  産 1,388,206 固  定  負  債 185,753

1,065,716 11,078

  1,065,702  174,675

　　　 325,170

47,504

638,888

0 454,066

19

54,118

建 設 仮 勘 定

（純資産の部）

　　　 14 株  主  資  本  1,315,662

14 720,000

595,662

595,662

322,489 　　　　　別 途 積 立 金 1,000,000

15,216 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 404,337

245,226

2,471

59,575 　

0  45,674

45,674

貸 倒 引 当 金 1,361,337

1,815,403 1,815,403

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 投 資

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

工 具 器 具 備 品

鉄道事業固定資産

有形固定資産

土 地

建 物

構 築 物

車 両

機 械 装 置

繰
延

賞 与 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 金

　貸　借　対　照　表　
( 令和８年３月３１日現在 )

資　産　の　部 負　債　・　純　資　産　の　部

科      目 科      目 金    額

未 払 金

未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 払 消 費 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

  　

無形固定資産

電 話 加 入 権

  　

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

投資その他の資産

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

負 債 計

評価･換算差額等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 計

資  産  合  計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



（単位：千円）

566,242

　　　 382,217            

184,025            

533,656

362,223            

92,573             

20,503             

58,355             

32,586

8,367

347                

4,480              

2,802              

736                

1,064

57                 

1,007              

39,888

4,699

499                

4,200              

4,199

4,199              

40,388

12,376

△ 269

28,281

補 助 金

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損

固 定 資 産 売 却 益

受 取 賃 貸 料

そ の 他

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

そ の 他

受 取 配 当 金

貨 物 運 輸 収 入

運 輸 雑 収

運 送 費

一 般 管 理 費

諸 税

減 価 償 却 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

　損　 益　 計　 算　 書　

( 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで )

科               目 金　　　　　　　額

鉄 道 事 業 営 業 損 益



(単位：千円)

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 720,000 1,000,000 △ 432,618 567,381 1,287,381

当期変動額

当期純利益 28,281 28,281 28,281

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事
業年度中の変動額 (純額 )

当期変動額合計 － － 28,281 28,281 28,281

当期末残高 720,000 1,000,000 △ 404,337 595,662 1,315,662

 　

その他有価証券 評価・換算

評価差額金 差額等合計

当期首残高 27,485 27,485 1,314,866

当期変動額

当期純利益 28,281

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事
業年度中の変動額 (純額 )

18,188 18,188 18,188

当期変動額合計 18,188 18,188 46,470

当期末残高 45,674 45,674 1,361,337

評価･換算差額等

純資産合計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書

( 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで )

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計



１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.

（1） ：

（2）

　　　　 ：

　　　　　　

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

：

　　　　 　　　　 

3. 重要な減価償却資産の減価償却の方法

（1） ：

　　　　　　　 

　　　　　　　　

　　　　　　　 

（2） ：

4. 引当金の計上方法

(1) ：

　　　　　　　　　    　　

(2) ：

(3)　 ：

5. 収益及び費用の計上基準

当社は、貨物運輸事業及び業務受託事業を行っております。これらの事業から生じる収益は、主

 として顧客との契約に従い計上しており、取引価格は顧客との契約による対価で算定しております。

 各事業における主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下のとおりです。

(1) ：

(2) ：

6. 工事負担金等の会計処理方法

 社は、顧客に対して貨物運輸サービスを提供する義務を負っており、

 足されます。

業 務 受 託 事 業  陸前山王駅及び仙台貨物ターミナル駅において、業務受託サービスを

 提供しており、収益を運輸雑収として計上しています。当社は、顧客

 である日本貨物鉄道株式会社に対して業務受託サービスを提供する義

固定資産の取得のため、国より受け入れた補助金は、確定通知時に当該工事負担金等相当額を、

 固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。

 務を負っており、当該履行義務は業務受託サービスの完了をもって充

 ビスを提供しており、収益を貨物運輸収入として計上しています。当

 当該履行義務は貨物運輸サービスの完了をもって充足されます。

 構築物については、定額法によっております。

 なお、車両のうち機関車についても、定額法によっております。

長 期 前 払 費 用  均等償却によっております。

賞 与 引 当 金  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

 額を計上しております。

 合う分とそれにかかる社会保険料の会社負担額を含めて計上しており

 ます。

退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

 （簡便法による見込額）に基づいて、当事業年度末において発生して

 いると認められる額を計上しております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、支給内規に基づく期末要支給

個　別  注　記　表

有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式  総平均法による原価法によっております。

市場価格のない

 法によっております。また、平成10年4月1日以降取得した建物（建物

 附属設備を除く）、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び

 価切下げの方法により算定）によっております。

有 形 固 定 資 産  取得価額20万円以上のものを計上し、定率法によっております。

 ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産については、取替

株式等以外のもの  決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

 り処理しております。

貯 蔵 品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

貨 物 運 輸 事 業  仙台港地区の４駅から陸前山王駅までの区間において、貨物運輸サー



２ 収益認識に関する注記

３ 会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

（1） 当事業年度の計算書類に計上した額

（2）

４ 貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権

短期金銭債務

５ 損益計算書に関する注記

６ 株主資本等変動計算書に関する注記

1.

2.

3.

７ 税効果会計に関する注記

 の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

　自己株式の所有はありません。

当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項　　

　該当事項はありません。

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であり、繰延税金負債の発生

当該事業年度の末日における自己株式の数　　

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

　普通株式  　 1,440 千株

　　売上高

　　仕入高

  271,920 千円

   61,973 千円

「1 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5.収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

収益を理解するための基礎となる情報

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数　

 であります。

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

 て見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響

会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ

 　 4,546 千円繰延税金資産（繰延税金負債との相殺表示前）

 を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

 合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性

 があります。

1,223,720 千円

   31,048 千円

  208,150 千円

 に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。



８ 金融商品に関する注記

1.

（1）

資金運用については、短期的な預金等以外に、原則として金融情勢や金利状況の動向等を見据

（2）

投資有価証券については市場価格の変動リスクに晒されております。市場価格のない株式等以

2.

令和8年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　　

　　

(注1)

　投資有価証券

　

　　

(注2)

９ 賃貸等不動産に関する注記

1.

2.

　　

(注)　 当期末の時価は、固定資産税評価額に基づいて当社で算定した金額であります。

10 資産除去債務に関する注記

24,317 60,940

 合う資産除去債務を計上しておりません。

投資有価証券

 台港駅や線路の撤去並びに撤去の時期を決定することができず、また、現時点で撤去が行われる予

 定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見

賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、宮城県多賀城市内に土地を有しており、一部賃貸を行っております。

賃貸不動産の時価に関する事項

(単位：千円) 

貸借対照表計上額 当期末の時価

関係会社株式（貸借対照表計上額 15,216千円）については、市場価格のない株式等に該当

当社は宮城県から土地を賃借し、仙台港駅や臨海本線等の線路を敷設しております。当社は宮城

 県との使用賃借契約書に基づき、仙台港駅や線路等の撤去時における原状回復に係る債務を有して

 いますが、仙台港駅や線路を使用する事業は公共交通としての役割が大きく、当社の裁量だけで仙

差　　額

　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

金融商品の時価に関する事項

 り連絡運賃及び預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

 しております。

　　　　その他有価証券
245,226 245,226 ―

 は公表されている基準価格によっております。

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、また、投資信託について

 え、安全性の高い有価証券等で運用を行っています。

 外の有価証券については、半期ごとに時価の把握を行っております。

 するため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

金融商品の状況に関する事項

　金融商品に対する取組方針

金融商品の時価の算定に用いた評価技法

 次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、未収運賃、未収金、未払金、預

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時　　　価



11 関連当事者との取引に関する注記

1.

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、双方協議のうえで決定しております。

(注2) 取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2.

(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、双方協議のうえで決定しております。

(注2) 取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

12 １株当たり情報に関する注記

（1）

（2）

13 重要な後発事象に関する注記

14 その他の注記

預り連絡
運賃

197,161 

親会社及び法人主要株主等

取引の
内容

取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

日本貨物鉄道
株式会社

被所有
直接 33.3%

貨物輸送の
業務提携

－ －

種類

（単位：千円）

会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

計算書類の表示については、鉄道事業法第20条第1項に定める「鉄道事業会計規則」（昭和62年2月

未収運賃 43,789  

取引条件及び取引条件の決定方針等

　１株当たり純資産額　   945 円 37 銭

　１株当たり当期純利益 　 19 円 63 銭

該当事項はありません。

日本ﾌﾚｰﾄﾗｲﾅｰ
株式会社

なし
貨物運送の

受託
貨物輸送 62,326  

その他の
関係会社
の子会社

日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ
株式会社

なし
貨物運送の

受託
貨物輸送 214,590 未収運賃 75,317  

取引の
内容

取引金額

業務受託 127,106 未収金 23,815  

兄弟会社等

（単位：千円）

科　目 期末残高種類
会社等の

名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

 20日運輸省令第7号・令和6年4月1日国土交通省令第29号改正）に従っております。


